
○ 稲作（水田）に伴い発生するメタン（ＣＨ４）は、有機物管理等の改善により、温室効果ガスの排出量の抑制が可能。また、施肥に
伴い発生する一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）は、施肥量の低減等により、排出量の抑制が可能。

６．環境保全型農業の推進による施肥量の適正化・低減

伴い発生する 酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）は、施肥量の低減等により、排出量の抑制が可能。

○ 農林水産省地球温暖化総合戦略においてメタン及び一酸化二窒素の排出量を２０１０年までに１８１千ﾄﾝＣＯ２を削減することを目
標に掲げ、両ガスの排出削減を推進。

○ 平成２０年度予算概算要求においては、水田における稲わらすき込みからたい肥施用への転換促進と、新たに開発されたメタン
抑制技術の確立・実証・普及を行う事業を要求中抑制技術の確立 実証 普及を行う事業を要求中。
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＜有機物管理による水田からのメタンの排出抑制効果＞ ＜施肥の改善（減肥）による一酸化二窒素の排出
抑制効果（報告事例）＞
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茶 ４６％ ７５％ （出典２）

施用に転換するこ
とにより、メタンの
発生量が約２５％
削減

室 ガ 減 組
＜水田及び畑地土壌からの温室効果ガス発生のメカニズム＞

茶 ４６％ ７５％ （出典２）
資料）財団法人農業技術協会、平成１３年度温室効果ガス排出削減定量化法

調査報告書（平成１４年３月） 注）上記の研究報告以外に、化学肥料の代替として有機物を過剰に施用した場合、
亜酸化窒素ガスの発生が慣行栽培より増加したことを示す研究報告も存在。

出典１：野田ら（２００１）（日本土壌肥料学会誌 第７２巻 第４号 P575-581）
出典２：野菜・茶業試験場研究成果情報（平成１２年度）

温室効果ガス排出削減の取組

１．達成目標（２０１０年までの削減目標）

１８１千トンCO2
２．取組内容
（１）稲作（水田）に伴い発生するメタン削減の推進

一酸化二窒素
Ｎ２Ｏ

メタン
ＣＨ４

＜水田及び畑地土壌からの温室効果ガス発生のメカ ズム＞

（１）稲作（水田）に伴い発生するメタン削減の推進
（２）施肥に伴い発生する一酸化二窒素の排出削減の推進

平成２０年度予算概算要求

土壌由来温室効果ガス発生抑制システム構築事業
無機態窒素
ＮＨ４＋

畑状態
有機物

メタン

水田状態
窒素肥料/有機物

〔７７１（０）百万円〕

水田における稲わらすき込みからたい肥施用への転換促進を図る
ため、稲わらを原料としたたい肥づくりとたい肥散布の省力化に加え、
中干し開始時期の前倒し等排出抑制効果が期待できる新たなメタン
抑制技術の確立・実証・普及を推進。
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硝酸性窒素
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新技術導入
漁船による水温観測人工衛星による観測

代船建造の促進

７．漁船の省エネルギー対策

海面高度計水温センサー 水色センサー

漁船による水温観測人工衛星による観測

水深別水
温計等

（ＳＢＴ等）

発光ダイオード集魚灯
（省電力な発光ダイオード（LED）
の集魚灯を使用することにより、発

電に掛かる燃油量を削減）

（さんま棒受け網漁船）

〔促進施策〕

2010年度までの５年間
に全漁船の７％を更新

中層水温・水温躍層の把握

☆水温躍層付近
に好漁場形成

３種のセンサーの総合的運用 水深別水温実測データ

海面高低 鉛直面の水塊
配置イメージ １００ｍ層帯状暖水
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〔促進施策〕

• 省エネルギー技術の実証・開発へ
の支援

• 収益性重視の操業・生産体制の導
入や省エネ・省人型の代船取得等に
よる経営転換を支援
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が可能
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よる経営転換を支援

適切な管理・運転

漁場位置特定技術の開発

層 新技術を導入した新た
な漁船の建造省エネ技術事例

保守点検 冷凍装置
底曳網漁船(75トン)の出力
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適切な管理・運転
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定期点検時期は、50時間ごと等

船速（ノット）

潤滑油 潤滑油フィルタ潤滑油潤滑油 潤滑油
フィルタ潤滑油

・通常航海における減速
（5%の減速により燃料消費を5‐20%削減）

・無駄な荷物の減少により船体抵抗減
（排水量5‐10%減で燃料消費3‐4%削減）

※漁船漁業構造改革推進会議提言「漁船の省エネルギー対策の推進」（Ｈ17年1月公表）より

冷凍装置の必要最小限の運転
凍結・保冷温度を5℃上げることにより
電動機の所要電力を約10%削減
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